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諮問番号：平成３０年度諮問第１０号 

答申番号：平成３１年度答申第２号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   処分庁広島市長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行った、平成３０

年度分の個人の市民税及び県民税（以下「市県民税」という。）の賦課決定処分（以下

「本件処分」という。）についての審査請求は、理由がないから棄却されるべきとの審

査庁広島市長（以下「審査庁」という。）の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 処分庁が、本件処分において、審査請求人（○歳）及び審査請求人の妻（○歳。以

下「妻」という。）がいずれも特別障碍者であるにもかかわらず、審査請求人の平成２

９年の所得金額が１２５万円を超えていることをもって本件処分における市県民税

（以下「本件市県民税」という。）の均等割（市民税にあっては地方税法（昭和２５年

法律第２２６号。以下「法」という。）第２９２条第１項第１号に規定する均等割をい

い、県民税にあっては法第２３条第１項第１号に規定する均等割をいう。以下同じ。）

を課税していることは承服できない。 

２⑴ 市県民税について、所得割（市民税にあっては法２９２条第１項第２号に規定す

る所得割をいい、県民税にあっては法第２３条第１項第２号に規定する所得割をい

う。以下同じ。）は特別障碍者に係る控除があるが、均等割はそのような控除がなく、

特別障碍者の人数が増えることへの対策がなされていない。 

 ⑵ このことについて、処分庁は、特別障碍者が扶養親族に該当する場合、特別障碍

者の数に応じて市県民税の均等割が非課税となる範囲が拡大することとなるため、

特別障碍者の人数が増えることへの対策はなされていると主張している。 

 ⑶ しかしながら、処分庁が主張する前記⑵の対策は、障碍者総合福祉法における「障

害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生

活支援事業その他の支援を総合的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を

図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して

暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的」からは遠くかけ離れて

おり、特別障碍者が増えることへの対策とはなっていない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 
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１ 審理員意見書の結論 

 本件審査請求は、理由がないから、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

４５条第２項の規定により、棄却されるべきである。 

２ 審理員意見書の理由 

  ⑴ 市県民税の均等割及び所得割を課することについて 

   ア 賦課期日（当該年度の初日の属する年の１月１日（法第３９条及び第３１８条）。

以下同じ。）において、個人の市民税については市内に、個人の県民税については

県内に住所を有する個人に対して、いずれも均等割の額及び所得割の額の合算額

によって課する（法第２４条第１項第１号、第３９条、第２９４条第１項第１号

及び第３１８条、広島県税条例（昭和２９年広島県条例第１６号。以下「県税条

例」という。）第３４条第１項第１号及び第３９条の２並びに広島市市税条例（昭

和２９年広島市条例第２５号。以下「市税条例」という。）第２３条第１項第１号

及び第３７条）。 

   イ（ア） ただし、次のいずれかに該当する者に対しては、市県民税の均等割及び所得割

を課することができない（法第２４条の５第１項及び第２９５条第１項、県税

条例第３４条の２第１項並びに市税条例第２４条第１項）。 

     ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による生活扶助を受けて

いる者 

     ｂ 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫（これらの者の前年（当該年度の初日の

属する年の前年をいう。）の合計所得金額が１２５万円を超える場合を除く。） 

    （イ）ａ また、法の施行地（日本国内）に住所を有する者で個人の市民税の均等割の

みを課すべきもののうち、前年の合計所得金額が３５万円にその者の控除対

象配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額（その者が控除

対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に２１万円を加算した

金額）以下である者に対しては、当該均等割を課することができない（法第

２９５条第３項及び市税条例第２４条第２項）。 

     ｂ 前記ａの個人の市民税の均等割を課することができないこととされる者に

対しては、当該均等割と併せて賦課徴収すべき個人の県民税の均等割を課す

ることができない（法第２４条の５第３項及び県税条例第３４条の２第２項）。 

   ウ 個人の県民税の賦課徴収は、その県の区域内の市が、その市の個人の市民税の

賦課徴収の例により、その市の個人の市民税の賦課徴収と併せて行う（法第４１

条第１項及び第３１９条第２項、県税条例第３９条の３第１項並びに市税条例第

３８条第２項）。 

  ⑵ 市県民税に係る申告について 

   ア 個人の市民税については市内に、個人の県民税については県内に住所を有する

個人は、３月１５日までに総務省令の定めるところによって、次に掲げる事項を

記載した申告書（以下「市県民税申告書」という。）を、賦課期日現在における
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住所所在地の市長に提出しなければならない（法第４５条の２第１項及び第３１

７条の２第１項、県税条例第３９条の４第１項並びに市税条例第３６条の２条第

１項）。 

    （ア） 前年の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額 

    （イ） 青色専従者給与額又は事業専従者控除額に関する事項 

    （ウ） 法第３２条第８項に規定する純損失の金額の控除に関する事項 

    （エ） 法第３２条第９項に規定する純損失又は雑損失の金額の控除に関する事項 

    （オ） 雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、

生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦（寡夫）控除額、

勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額の控除に関

する事項 

    （カ） 寄付金税額控除額の控除に関する事項 

    （キ） 扶養親族に関する事項 

    （ク） 前記（ア）から（キ）までに掲げるもののほか、市県民税の賦課徴収について必要な事

項 

   イ（ア） 個人の市民税については市内に、個人の県民税については県内に住所を有する

個人が前年分の所得税につき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１

項第３７号の確定申告書（以下「確定申告書」という。）を提出した場合には、

確定申告書が提出された日に市県民税申告書が提出されたものとみなす（法第

４５条の３第１項及び第３１７条の３第１項並びに市税条例第３６条の３第１

項）。 

    （イ） 確定申告書に記載された事項のうち前記アの（ア）から（ク）までの事項に相当する

もの及び後記（ウ）により附記された事項は、市県民税申告書に記載されたものとみ

なす（法第４５条の３第２項及び第３１７条の３第２項並びに市税条例第３６

条の３第２項）。 

    （ウ） 確定申告書を提出する者は、確定申告書に、総務省令で定めるところにより、

市県民税の賦課徴収につき必要な事項を附記しなければならない（法第４５条

の３第３項及び第３１７条の３第３項並びに市税条例第３６条の３第３項）。 

  ⑶ 本件処分に係る税額の算出について 

   ア 市県民税の額の算出方法 

    （ア） 均等割の額について 

      均等割の税率は、市民税は３５００円と（法第３１０条、東日本大震災から

の復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に

係る地方税の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第１１８号。以下「特例

法」という。）第２条第２項並びに市税条例第３１条第１項及び附則第２５条

第１項）、県民税は２０００円とする（法第３８条、特例法第２条第１項、県

税条例第３９条及び附則第１１条の２の１０の２並びにひろしまの森づくり県
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民税条例（平成１８年広島県条例第５８号）第２条第２項）。 

    （イ） 所得割の額について 

     ａ 所得割の課税標準は、前年の所得について算定した総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額（以下これらを併せて「総所得金額等」という。）とし、

これらの金額は、法又はこれに基づく政令で特別の定めをする場合を除くほ

か、それぞれ所得税法その他の所得税に関する法令の規定による所得税法第

２２条第２項又は第３項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計

算の例によって算定する（法第３２条第１項及び第２項並びに第３１３条第

１項及び第２項、県税条例第３５条並びに市税条例第３３条第１項及び第２

項）。 

     ｂ 総所得金額は、利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事

業所得の金額、給与所得の金額、譲渡所得の金額（所得税法第３３条第３項

第１号に掲げる所得に係る部分の金額に限る。）及び雑所得の金額の合計額並

びに譲渡所得の金額（同項第２号に掲げる所得に係る部分の金額に限る。）及

び一時所得の金額の合計額の２分の１に相当する金額の合計額とする（所得

税法第２２条第２項）。 

       これらの所得のうち、本件に係るものは次のとおりである。 

      （ａ） 給与所得の金額 

        給与所得の金額は、その年中の給与等の収入金額が６５万１０００円以

上１６１万９０００円未満である場合には、当該収入金額から６５万円を

控除した金額とする（法第２３条第１項第５号並びに第２９２条第１項第

５号並びに所得税法第２８条第１項及び第４項並びに別表第５）。 

      （ｂ） 雑所得の金額 

        年齢が６５歳以上である個人のその年中の公的年金等の収入金額に係る

雑所得の金額は、当該収入金額から５０万円を控除した残額が３６０万円

以下である場合で、当該残額の１００分の２５に相当する金額と５０万円

の合計額が１２０万円に満たないときは、当該収入金額から公的年金等控

除額１２０万円を控除した残額とする（所得税法第３５条第１項、第２項

第１号、第３項並びに第４項第１号及び第２号イ並びに租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第４１条の１５の３第１項）。 

     ｃ 所得割の納税義務者の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額を算定

する上で、次のいずれかに該当するときに限り、当該納税義務者の総所得金

額、退職所得金額又は山林所得金額から次の純損失又は雑損失の金額を控除

する（法第３２条第８項及び第９項並びに第３１３条第８項及び第９項。以

下これらの控除を併せて「純損失の繰越控除又は雑損失の繰越控除」という。）。 

      （ａ） 法第３２条第８項及び第３１３条第８項に規定される純損失の金額につ

いて、当該金額が生じた年分の所得税につき青色申告書（法第３２条第３
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項及び第３１３条第３項に規定される青色申告書をいう。以下同じ。）を

提出し、かつ、当該金額の生じた年の末日の属する年度の翌々年度以降の

年度分の市県民税について連続して申告書（法第４５条の２第１項及び第

３１７条の２第１項の規定による申告書及び法第４５条の２第３項及び第

３１７条の２第３項の規定による申告書をいう。法第４５条の３第１項及

び第３１７条の３第１項に規定される確定申告書を含む。以下このｃにお

いて同じ。）を提出しているとき。 

      （ｂ） 法第３２条第９項及び第３１３条第９項に規定される純損失又は雑損失

の金額について、これらの金額の生じた年の末日の属する年度の翌年度の

市県民税について連続して申告書を提出しているとき。 

     ｄ 所得割の納税義務者については、法第３４条第１項から第１２項まで及び

第３１４条の２第１項から第１２項まで、県税条例第３６条並びに市税条例

第３４条の２の規定により、総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額か

ら控除する場合の金額及び順序が定められており、そのうち本件に係るもの

は次のとおりである。 

      （ａ） 社会保険料控除額 

        前年中に自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族の負担すべ

き社会保険料を支払った、又は給与から控除される所得割の納税義務者の

社会保険料控除額は、その支払った、又は給与から控除される金額とする

（法第３４条第１項第３号及び第３１４条の２第１項第３号）。 

      （ｂ） 生命保険料控除額 

        前年中に旧生命保険契約等（法第３４条第８項第２号及び第３１４条の

２第８項第２号）に係る保険料又は掛金（以下「旧生命保険料」という。）

を支払った所得割の納税義務者の生命保険料控除額は、前年中に支払った

旧生命保険料の金額の合計額が７万円を超える場合、３万５０００円とす

る（法第３４条第１項第５号イ⑵(ⅳ)及び第３１４条の２第１項第５号イ⑵

(ⅳ)）。 

      （ｃ） 障害者控除額 

       ① 前年の１２月３１日に特別障害者（法第３４条第１項第６号及び第３

１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者をいう。以下同じ。）で

ある所得割の納税義務者又は特別障害者である控除対象配偶者若しくは

扶養親族を有する所得割の納税義務者の障害者控除額は、各特別障害者

につき３０万円とする（法第３４条第１項第６号及び第９項並びに第３

１４条の２第１項第６号及び第９項）。 

       ② ただし、前年の１２月３１日に、所得割の納税義務者の有する控除対

象配偶者又は扶養親族が特別障害者で、かつ、納税義務者等と同居を常

況としている者（以下「同居特別障害者」という。）である場合には、
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当該同居特別障害者に係る前記①の障害者控除額は、５３万円とする（法

第３４条第４項及び第９項並びに第３１４条の２第４項及び第９項）。 

      （ｄ） 配偶者控除額 

        控除対象配偶者を有する所得割の納税義務者の配偶者控除額は、３３万

円とする（法第３４条第１項第１０号及び第３１４条の２第１項第１０号）。 

      （ｅ） 基礎控除額 

        所得割の納税義務者の基礎控除額は、３３万円とする（法第３４条第２

項及び第３１４条の２第２項）。 

     ｅ 所得割の額は、所得割の納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場

合、課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額（それぞれ前

記ｄによる控除後の前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額をい

う。）の合計額に、県民税は１００分の２を、市民税は１００分の８を乗じ

て得た金額とする（法第３５条及び第３１４条の３、県税条例第３７条並び

に市税条例第３４条の３）。 

    （ウ） その他 

      合計所得金額は、純損失の繰越控除又は雑損失の繰越控除（法第３２条第８

項及び第９項並びに第３１３条第８項及び第９項）を行う前の総所得金額等の

合計額をいう（法第２３条第１項第１３号及び第２９２条第１項第１３号）。 

   イ 本件市県民税の額 

    （ア） 前記⑵のイのとおり、平成○年○月○日付け平成２９年分の所得税及び復興特

別所得税の確定申告書Ｂ（以下「本件確定申告書」という。）が提出されたこ

とをもって、本件市県民税に係る市県民税申告書が提出されたものとみなし、

本件確定申告書に記載された事項のうち市県民税申告書の記載事項に相当する

もの及び本件確定申告書に附記された市県民税の賦課徴収につき必要な事項は、

市県民税申告書に記載されたものとみなす。 

    （イ） 処分庁は、本件確定申告書の記載内容に基づき、これに反する事実の有無を調

査した結果、当該記載内容に反する事実は認められなかったとしている。また、

審査請求人から当該記載内容に反する事実の主張はない。 

    （ウ） このため、本件確定申告書の記載内容に基づいて、本件市県民税の額を算出す

ると、次のとおりとなる。 

     ａ 総所得金額 

      （ａ） 給与所得の金額 

        審査請求人の平成２９年中の給与等の収入金額は○円（６５万１０００

円以上１６１万９０００円未満）と申告されているから、審査請求人の平

成２９年の給与所得の金額は、当該収入金額から６５万円を控除した○円

である。 

      （ｂ） 雑所得の金額 
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       ① 審査請求人は、平成２９年１２月３１日当時の年齢が○歳で、審査請

求人の平成２９年中の公的年金等の収入金額は、○円と申告されている。 

       ② 前記①の収入金額○円から５０万円を控除した残額が○円（３６０万

円以下）であり、当該残額の１００分の２５に相当する金額と５０万円

の合計額が○円である（１２０万円に満たない）ことから、審査請求人

の平成２９年の雑所得の金額は、前記①の収入金額から１２０万円を控

除した○円である。 

      （ｃ） その他 

       ① 審査請求人は、平成２９年中に前記（ａ）及び（ｂ）以外の収入はない。 

       ② 審査請求人の平成２７年度から平成２９年度までの市県民税の額の算

出の基礎となった、審査請求人に係る平成２６年分から平成２８年分ま

での確定申告書は、青色申告書ではなく、かつ、「平成２９年分所得税

及び復興特別所得税の確定申告の手引き確定申告書Ｂ用」が純損失の繰

越控除又は雑損失の繰越控除の適用を受ける場合の確定申告書の記載方

法としているもののいずれにも該当しない。 

         よって、本件市県民税の額を算定する上で、純損失の繰越控除又は雑

損失の繰越控除の適用はないと認められる。 

      （ｄ） 合計額 

        以上のことから、審査請求人の平成２９年の総所得金額は前記（ａ）及び（ｂ）の

合計額の○円であり、審査請求人の同年の合計所得金額も前記（ａ）及び（ｂ）の合

計額の○円である。 

     ｂ 市県民税の均等割及び所得割を課することができない者の該当性 

       審査請求人は、生活保護法の規定による生活扶助を受けておらず、かつ、

審査請求人の平成２９年の合計所得金額は１２５万円を超えていることから、

平成３０年度の市県民税の均等割及び所得割を課することができない者に該

当しない。 

     ｃ 総所得金額から控除する金額 

      （ａ） 社会保険料控除額 

        審査請求人が平成２９年中に審査請求人又は審査請求人と生計を一にす

る配偶者その他の親族の負担すべき社会保険料を支払った、又は給与から

控除されるとして申告された金額は○円であるから、社会保険料控除額は、

当該金額と同額の○円である。 

      （ｂ） 生命保険料控除額 

        審査請求人が平成２９年中に支払った旧生命保険料として申告された金

額は○円である（７万円を超える）から、生命保険料控除額は、○円であ

る。 

      （ｃ） 障害者控除額 
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       ① 平成２９年１２月３１日当時、審査請求人及び妻はいずれも特別障害

者に当たり、本件確定申告書においても、その旨申告している。 

       ② 本件確定申告書の勤労学生控除及び障害者控除の合計額は１１５万円

であり、本件確定申告書において勤労学生控除の申告はないことから、

障害者控除額を１１５万円と申告していると認められる。 

       ③ 所得税の額を算定する上で、障害者控除額は、特別障害者１人につき

４０万円であり（所得税法第７９条第１項）、同居特別障害者１人につ

き７５万円である（同条第３項）から、前記②の障害者控除額１１５万

円は、審査請求人に係るものが特別障害者の４０万円と、妻に係るもの

が同居特別障害者の７５万円とそれぞれ申告していると認められる。 

       ④ 以上のことから、本件市県民税に係る障害者控除額は、審査請求人に

係るものが特別障害者の３０万円であり、妻に係るものが同居特別障害

者の５３万円であり、合計額は８３万円である。 

      （ｄ） 配偶者控除額 

        妻は控除対象配偶者に当たると申告されているから、配偶者控除額は、

３３万円である。 

      （ｅ） 基礎控除額 

        基礎控除額は、３３万円である。 

      （ｆ） 合計額 

        総所得金額から控除する金額は、前記（ａ）から（ｅ）までの合計額の○円である。 

     ｄ 課税総所得金額 

       本件市県民税に係る課税総所得金額は、前記ａの（ｄ）の総所得金額○円から前

記ｃの（ｆ）の合計額○円を控除した○円である。 

     ｅ 課税総所得金額等の合計額 

       審査請求人の平成２９年の退職所得及び山林所得はないことから、本件市

県民税に係る課税所得金額等の合計額は、○円である。 

     ｆ 所得割の額 

       前記ｅの課税総所得金額等の合計額が○円であることから、本件市県民税

の所得割の額は、いずれも０円である。 

     ｇ 市県民税の均等割のみを課すべきもののうち均等割を課することができな

い者の該当性 

       本件確定申告書において扶養控除の申告はなく、審査請求人は、平成２９

年の合計所得金額が９１万円（＝３５万円×（審査請求人の控除対象配偶者

及び扶養親族の数＋１）＋２１万円＝３５万円×（１＋１）＋２１万円）以

下ではないことから、平成３０年度の市県民税の均等割を課することができ

ない者に該当しない。 

     ｈ 均等割の額 
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       本件市県民税の均等割の額は、市民税が３５００円、県民税が２０００円

である。 

     ｉ 市県民税の額 

       本件市県民税の額は、所得割の額がいずれも０円であることから、前記ｈ

の均等割の額である、市民税額が３５００円、県民税額が２０００円である。 

   ウ まとめ 

     したがって、審査請求人の平成３０年度分の個人の市民税の額を３５００円、

県民税の額を２０００円とする本件処分は、前記イの（ウ）のｉの額といずれも同額で

ある。 

  ⑷ 審査請求人が市県民税の均等割を非課税とされる者に当たるとの主張について 

   ア 審査請求人の主張 

    （ア） 審査請求人及び妻がいずれも特別障碍者であるにもかかわらず市県民税の均

等割が課税されたことは承服できない。 

    （イ）ａ 市県民税の所得割は特別障碍者に係る控除があるが均等割はそのような控

除がなく、特別障碍者の人数が増えることへの対策がなされていない。また、

特別障碍者が扶養親族に該当する場合に特別障碍者の数に応じて市県民税の

均等割が非課税となる範囲が拡大するにしても、障碍者総合福祉法が掲げる

目的からは遠くかけ離れており、特別障碍者の人数が増えることへの対策と

はいえない。 

     ｂ 前記ａの主張は、市県民税について、均等割及び所得割を課することがで

きない者及び均等割のみを課すべき者のうち均等割を課することができない

者の該当性の有無を判断するに当たり、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）が掲げる目的を踏

まえて特別障害者の数も考慮して本件市県民税の均等割は非課税とされるべ

きであるという主張と解される。 

   イ 審査請求人の主張に対する判断 

    （ア） このことについて、審査請求人の均等割の賦課については、法の規定どおりに

解釈して判断すべきである。これは、「憲法は、国民は法律の定めるところに

より納税の義務を負うことを定め（３０条）、新たに租税を課し又は現行の租

税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを必要としており（８

４条）、それゆえ、課税要件及び租税の賦課徴収の手続は、法律で明確に定め

ることが必要である。そして、このような租税法律主義の原則に照らすと、租

税法規はみだりに規定の文言を離れて解釈すべきものではない」（最高裁平成

２７年７月１７日判決）からである。 

    （イ） 市県民税の均等割は、その市及びその県の構成員が広く負担を分任するととも

に納税者の受ける利益に応じて公平に課税されるべきであるという考え方に基

づき、納税義務者に対して均等に課される税である（広島地裁平成３年１月３
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０日判決）。 

    （ウ） しかしながら、住民の中には自ら生活の資を得ることができない者、あるいは

他からの経済的援助によって生活を維持している者のように全く担税力のない

者又は担税力が著しく薄弱である者もおり、これらの者についてまで税負担を

求めることは、租税政策上も適当でないし、また、税負担の公平の見地からも

好ましいものではない（市町村税務研究会編「平成３０年度版 要説住民税」

１３頁）と考えられる。このため、法等において、市県民税の均等割及び所得

割を課することができない者については前記⑴のイの（ア）のとおり、市県民税の均

等割のみを課すべき者のうち均等割を課することができない者については同イ

の（イ）のとおり、それぞれ規定しているのであって、このことは特別障害者につい

ても同様と考えられる。 

    （エ） そして、本件処分において、審査請求人が市県民税の均等割及び所得割を課す

ることができない者及び市県民税の均等割のみを課すべき者のうち均等割を課

することができない者のいずれにも該当しないことは、前記⑶のイの（ウ）のｂ及び

ｇのとおりである。 

    （オ） したがって、審査請求人の税額を算定するに当たって、審査請求人に市県民税

の均等割を課した本件処分に違法・不当な点は認められない。 

 

第４ 審査庁の裁決に対する考え方の要旨 

 本件審査請求は、審理員意見書のとおり、棄却されるべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

 平成３１年３月 ８日 審査庁から諮問書を受領 

 平成３１年３月２５日 第１回合議体会議 調査審議 

 平成３１年４月１５日 第２回合議体会議 調査審議 

 

第６ 審査会の判断の理由 

 １ 本件市県民税を課したことについて 

  ⑴ 市県民税は、賦課期日において、個人の市民税にあっては市内に、個人の県民税

にあっては県内に住所を有する個人に対して、いずれも均等割の額及び所得割の額

の合算額によって課される（法第２４条第１項第１号、第３９条、第２９４条第１

項第１号及び第３１８条、県税条例第３４条第１項第１号及び第３９条の２並びに

市税条例第２３条第１項第１号及び第３７条。なお、根拠規定は、本件処分時点の

もの。以下同じ。）。 

審査請求人は、平成３０年１月１日当時、広島市内に住所を有していることから、

平成３０年度分の市県民税の納税義務者である。 

  ⑵ しかしながら、生活保護法の規定による生活扶助を受けている者及び障害者等（前
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年の合計所得金額が１２５万円を超える場合を除く。）に対しては、市県民税の均等

割及び所得割を課することができない（法第２４条の５第１項及び第２９５条第１

項、県税条例第３４条の２第１項並びに市税条例第２４条第１項）。 

審査請求人は、生活保護法の規定による生活扶助を受けている者ではなく、及び

前年（平成２９年）の合計所得金額は、審理員意見書のとおり○円である。 

よって、審査請求人は、平成３０年度分の市県民税について均等割及び所得割を

課することができない者に該当しない。 

  ⑶ また、市民税の均等割のみを課すべき者のうち、前年の合計所得金額が一定の金

額以下である者に対しては均等割を課することができず、当該者に対しては、当該

均等割と併せて県民税の均等割を課することができない（法第２９５条第３項及び

市税条例第２４条第２項並びに法第２４条の５第３項及び県税条例第３４条の２第

２項）。 

具体的には、妻が控除対象配偶者であることから、審査請求人の平成２９年の合

計所得金額が、９１万円（＝３５万円✕（審査請求人の控除対象配偶者及び扶養親

族の数＋１）＋２１万円）以下である場合に、市県民税の均等割を課することがで

きない。 

この点、審査請求人の平成２９年の合計所得金額は、審理員意見書のとおり○円

であり、９１万円を超える。 

よって、審査請求人は、平成３０年度分の市県民税の均等割を課することができ

ない者に該当しない。 

  ⑷ 以上のことから、審査請求人には、均等割の額及び所得割の額の合算額によって

平成３０年度分の市県民税が課されることとなる。 

 ２ 本件処分に係る税額の算出について 

   本件処分に係る税額については、審理員意見書のとおり法等の規定に基づき算出さ

れており、適正であると認められる。 

 ３ 審査請求人の主張について 

  ⑴ 審査請求人は、審査請求人及び妻がいずれも特別障碍者であるにもかかわらず、

審査請求人の平成２９年の所得金額が１２５万円を超えていることをもって本件市

県民税の均等割を課税していることは承服できない旨主張する。 

  ⑵ この点、租税法律主義の原則に照らすと、租税法規はみだりに規定の文言を離れ

て解釈すべきものではないとされている（前掲最高裁平成２７年７月１７日判決）

ことから、本件処分においても、審査請求人に均等割を課するか否かは、法等の規

定どおりに解釈して判断すべきである。 

    本件処分において、審査請求人が、法等に規定する市県民税の均等割及び所得割

を課することができない者に該当せず、及び市県民税の均等割のみを課すべき者の

うち均等割を課することができない者に該当しないことは、前記１の⑵及び⑶で述

べたとおりである。 
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  ⑶ 以上の次第であり、審査請求人に市県民税の均等割を課した本件処分に違法・不

当な点が認められないことは、審理員意見書のとおりである。 

    なお、その他の審査請求人の主張は、法令等に規定された処分要件を充足するか

否かについてのものではない。 

 

 

 

広島市行政不服審査会合議体 

委員（合議体長） 門田 孝、 委員 廣田 茂哲、 委員 福永 実 

 


